
 
 

 
教 育 福 祉 委 員 会 会 議 録　

 
開会日 令和８年１月27日（火）午前11時 35分　　

 
閉会日 令和８年１月27日（火）午後０時05分

 
場　所 長久手市役所本庁舎　２階　委員会室

 

出席委員

委 員 長　　川合ともゆき 
副委員長　　水野勝康 
委　　員　　岡崎つよし　おくだけんじ　ささせ順子 

冨田えいじ　なかじま和代　野村　弘

 欠席委員 な　し

 欠　員 な　し

 

会議事件のため

出席した者の職

氏名

市長　　　　　　　　　　　　　　佐藤有美 

市長公室長　　　　　　　　　　　川本満男 

次長　　　　　　　　　　　　　　山本晃司 
人事課長　　　　　　　　　　　　粕谷庸介 

課長補佐　　　　　　　　　　　　吉田菜穂子 

人材育成係長　　　　　　　　　　宮下直幸 

給与厚生係長　　　　　　　　　　飯塚卓也 
計７人

 
職務のため出席

した者の職氏名

議長　山田かずひこ 
議会事務局長　門前　健　　主任　金子真由美

 
会議録 別紙のとおり
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別紙 
 
委員長　　　　　開会宣言 
 
議長　　　　　　あいさつ 
市長　　　　　　あいさつ 

 

議案第６号　　長久手市職員の給与に関する条例等の一部を改正する条例について 

人事課長　　　　議案第６号について説明 

なかじま委員　　約２億1,000万円の増額は長久手市にとって大きな金額である。その点

をどのように考えて今回の改正を決定したのか。 

人材育成係長　　職員の生活を守るために、人事院勧告に基づいて改正した。 

なかじま委員　　事業総点検では事業の見直しを行っているのに、職員の人件費を上げる

ことに違和感がある。市長はどのように考えるのか。 

市長公室長　　　事業総点検を２年にわたり実施してきた。その結果、効果額は４億円で

あり、今回の人件費の増額はその２分の１に相当し、重大であることは理

解している。しかし、物価高騰の中、職員の生活を守るため、また新しい

職員の人材確保のため、判断した。 

岡崎委員　　　　地域手当はなぜ引き下げられるのか。 

課長補佐　　　　令和６年の人事院勧告に基づき、令和７年度は10パーセントから９パー

セント、令和８年度は９パーセントから８パーセントに段階的に引き下げ

るものである。 

岡崎委員　　　　地域手当について、近隣市町と比べて長久手市は高いのか。 

人事課長　　　　令和８年１月１日現在、日進市は13パーセント、豊明市は12パーセン

ト、みよし市は10パーセント、東郷町は９パーセント、瀬戸市は７パーセ

ント、尾張旭市７パーセントである。 

岡崎委員　　　　地域手当の引下げは、職員の処遇を悪化させるものではないか。 

人事課長　　　　地域手当は地域区分などに基づき、国や他団体との水準の均衡を図るた

めの制度であるため、職員の生活水準が下がるものではない。 

ささせ委員　　　通勤手当について、職員の通勤経路の変更や、在宅勤務の導入などに応

じて、定期的な点検や見直しは行われているのか。 

課長補佐　　　　通勤手当は、職員等に通勤経路等に変更があった場合、届出を出しても

らい、届出に基づいて通勤手当を支給している。 

　　　　　　　　在宅勤務は、要綱に基づき、リモートワークを週２回勤務できるように
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なっているが、１か月当たり10日を超えないため、通勤手当に影響がない

状況である。 

岡崎委員　　　　通勤手当について、職員はどの区分が一番多いのか。 

人事課長　　　　改正する区分においては一番多い区分は10キロから15キロである。そ

の次は15キロから20キロである。 

岡崎委員　　　　通勤手当は、民間と比べて同じ程度か。 

人材育成係長　　通勤の方法は、大きく分けて公共交通機関と自動車の２種類ある。 

公共交通機関での通勤に対しては、定期券代を支給しており、民間企業

も同様のため、差異はない。 

　　　　　　　　自動車での通勤に対しては、人事院勧告に基づいて支給している。この

人事院勧告は、民間企業の通勤手当の平均を基に勧告をしているため、大

きな差異はないものと考えている。 

野村委員　　　　地域手当の基準はどのようか。 

人事課長　　　　地域手当は、国から数字が示されているため、基本的には各自治体は、

それに準じている。 

人材育成係長　　補足で、令和６年人事院勧告において、級地区分及びその支給割合が示

された。これ以外に特例措置があり、これらを加味して各自治体において、

地域手当の割合を決めている。 

なかじま委員　　市長自身の期末手当も３万円を超える増額であるが、増額について市長

はどのような考えか。 

市長公室長　　　人事院勧告に準じて実施している。 

なかじま委員　　「お金がない、お金がない」と言っているにもかかわらず、増額するこ

とについて、市長はどのような考えか。 

市長　　　　　　職員については、人事院勧告に基づくべきであると考えている。付随し

て、特別職や議員も人事院勧告に準じて引上げを行っている。人材確保の

観点からも必要である。給料が上がると税収も増えることを勘案して、今

回の判断に至った。 

 

質疑及び意見を終了 

　 

　討論 

反対討論なし 
　　　　　　　　賛成討論なし 
 

採決 
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賛成全員により、原案のとおり可決 
 

委員長　　　　　委員長報告は委員長と副委員長への一任を確認。 

 

委員長　　　　　閉会宣言 

 
午後０時05分終了 
 
以上、要点筆記は会議内容と相違ないので署名する。 

 
令和８年１月27日 

 
教育福祉委員会委員長　　川合ともゆき　　　　


